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取組１ 家庭の教育力の向上                          
家庭は、教育の原点であり、全ての教育の出発点です。「くまもと家庭教育支援条

例」に基づき、保護者が子供に愛情を持って接し、子供の成長とともに親としても

成長していくよう、家庭教育の重要性について周知・啓発に努めます。 

特に、就学前施設における「親の学び」推進園の指定拡大を図り、親になって間

もない乳幼児の保護者を対象とした「親の学び」講座等の推進に取り組みます。 

また、家庭教育を支援する社会的気運を醸成するため、家庭教育支援員の配置を

促進し、地域や社会教育関係団体等と連携しながら、くまもと家庭教育支援チーム

の登録拡大、「親の学び」トレーナー等の人材育成に総合的かつ継続的に取り組みま

す。 

さらに、家庭において、子どもたちの基本的な生活習慣を育成するための取組を

推進します。また、子ども一人ひとりの個性や能力に応じた多様な学びの機会を創

出し、可能性を広げることができるよう、子供と家庭が一緒に休める環境整備に取

り組みます。 

 

取組２ 地域の教育力の向上                          
未来を担う子供たちを健やかに育むため、地域住民等の参画を得て、地域全体で

子供たちの学びや成長を支えるとともに、「学校を核とした地域づくり」を目指して、

地域と学校が相互にパートナーとして連携・協働し、子供の居場所づくりを推進す

るとともに社会教育のすそ野の広がりに対応し、社会教育人材の養成・活躍機会の

拡充を図ります。 

また、親の就労状況やひとり親などの家庭の環境、子育ての悩みを周囲に相談で

きないことによる親の孤立等により、子育てが困難になる状況も生まれています。

「こどもまんなか熊本」の実現に向けて、子供の育ちを関係機関など社会全体で支

え、子育てしやすい環境づくりを推進します。 

 

取組３ 就学前教育の充実と小学校以降の教育との円滑な接続                          
就学前教育は、生活習慣や自立心などを育み、その後の「生きる力」の基礎を培

う上で重要な役割を担っています。教員や保育士は、研修などを通して、その専門

性を向上する必要があります。 

認定こども園・幼稚園・保育所等は、家庭とともに、子供たちが生きる力の基礎

を身に付ける場です。認定こども園・幼稚園・保育所等における教育・保育内容と、

その専門性を生かした家庭に対する支援の充実を図ります。 

また、就学前教育から小学校以降の教育への移行や接続が円滑に行われるよう、

 

基本的方向性１ 

 家庭・地域の教育力向上 （幼児期～青少年期～成年期以降） 
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「幼児期の終わりから小学校入学への『円滑な接続』に向けた くまもとスタンダー

ド」を活用し、認定こども園・幼稚園・保育所等と小学校等との連携・相互理解を

推進します。 

 

＜主な施策＞                                 

【取組１ 家庭の教育力の向上】 

◎「親の学び」推進園の指定拡大、就学前における「親の学び」講座等の更なる推進 

◎家庭教育支援員の配置促進 

◎くまもと家庭教育支援チームの登録拡大 

◎生徒が保護者等とともに校外で体験的な学習活動等を実施するための「くまなびの

日」の実施・活用促進 

○「くまもと家庭教育支援条例」の周知・啓発 

○「くまもと 早ね・早おき いきいきウィーク」の周知・啓発 

 

【取組２ 地域の教育力の向上】 

◎「放課後子供教室」の設置促進と「放課後児童クラブ」との連携 

○市町村立学校におけるコミュニティ・スクールの取組の充実 

○地域学校協働本部の整備及び地域学校協働活動推進員等の配置促進による地域学校

協働活動の充実 

○社会教育人材の養成・活躍機会の拡充 

○くまもと子育て応援プロジェクトの開催など、子育て親子の交流の場の提供 

○被虐待児童とその家族への総合的な支援 

○子育てを応援する事業所等の登録募集の実施 

 

【取組３ 就学前教育の充実と小学校以降の教育との円滑な接続】 

◎幼児教育センターによる県内就学前施設及び小学校等の連携強化に対する支援 

○「幼・保等、小、中連携セミナー」、「就学前教育担当者連絡会」の開催 

○幼児教育スーパーバイザー派遣による園内研修の工夫改善の推進 

 

  ※◎は、当計画における重点施策（以下同様） 

 

指  標 現状値（R5） 目標値（R9） 

★保護者が家庭教育について学んだ園の割合 

（「親の学び」講座等を実施した園の割合） 
55.1％ 80％ 

○市町村における家庭教育支援員の配置の 

割合 
9% 50% 

○市町村における放課後子供教室実施の割合 75% 100% 
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○スタートカリキュラム※実施後に、入学後の

児童の様子やカリキュラムの内容について、

園等と意見交換した小学校の割合 

※スタートカリキュラム…幼児期に遊びを通じて

育まれてきた力を、各教科等における学習に円滑に

接続するための小学校入学当初のカリキュラム 

現状値 

なし 
100% 

※★は、基本的方向性ごとに設定する重点指標（以下同様） 
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 基本的方向性２ 

 安全・安心に過ごせる学校づくり 

 

取組４ 人権教育の充実                        

人権は、人が生まれながらにして持っている基本的な権利であり、最も尊重され

るべきものです。 

「熊本県人権教育・啓発基本計画」を踏まえ、県民一人一人が、自らの尊厳に気

づくとともに、多様性を容認する共生の心を育み、物事を人権の視点で捉え、自分

のこととして考え、行動できる態度を身に付けるための人権教育を総合的かつ計画

的に推進します。 

就学前教育においては、豊かな情操と思いやり、生命を大切にする心、人権を大

切にする心を育てるよう努めます。 

学校教育においては、児童生徒の発達段階に応じて、人権尊重の意識を高めてい

くよう努めます。そのため、教職員が人権の意義や内容、重要性を理解するととも

に、部落差別（同和問題）をはじめとする様々な人権問題を自らの課題として捉え、

すべての教育活動を通じて人権教育に取り組みます。 

社会教育においては、「人権尊重のまちづくり」を目指し、県民一人一人が人権に

ついて自発的に学習できるよう、社会教育施設を中心とした人権に関する学習環境

の整備を図ります。 

 

取組５ いじめへの対応                        
「熊本県いじめ防止基本方針」に沿って、いじめの未然防止及び早期発見・解消

に取り組み、「いじめをしない」「いじめをさせない」「いじめに負けない」集団づく

りや、相手の気持ちを考える態度などを育み、楽しいと感じる学校づくりを進めま

す。 

１人１台端末等を活用した「心の健康観察」を実施し、いじめの早期発見、早期

支援を推進するとともに、いじめの早期対応と解消に向け、いじめに関する情報集

約担当者を校内に置き、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の

専門家と連携して、相談・支援体制を充実させます。 

また、学校における言語環境を整えるとともに、ソーシャルスキルトレーニング、

ストレス対処教育及びＳＯＳの出し方教育などの充実を図り、児童生徒の援助希求

行動能力の育成を行うとともに、児童生徒が心の通じ合うコミュニケーション能力

を身に付け、互いの人権を尊重し支え合う集団づくりができるよう努めます。 

さらに、規則正しい態度で授業や行事に主体的に参加・活躍できるような取組を

充実させるとともに、学校だけでは対応できない場合には、地域や警察等の関係機

関と連携して、児童生徒の健全な育成に努めます。 

 

（幼児期 ～ 青少年期 ～ 成年期以降） 
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取組６ 不登校への対応                        
    近年、不登校児童生徒数は、増加の傾向が続いています。早期に対応することが

重要であるため、「愛の１・２・３運動＋１（プラスワン）」として欠席１日目で電

話連絡、２日目で家庭訪問、３日目以降は管理職や他の教員も加わった不登校対策

委員会を開催するなど、組織的な対応を進めます。さらに「＋１（プラスワン）」と

して、欠席が１０日に達する前にスクールカウンセラーやスクールソーシャルワー

カー等、学校内外の専門機関と連携し、不登校の早期支援の充実を図り、その改善

に努めます。 

また、いじめへの対応と同様に「心の健康観察」により、不登校リスクの早期発

見、早期支援を推進します。あわせて、全ての不登校児童生徒の学びの場の確保を

行い、学びたいと思った時に学べる環境を整えます。 

 

取組７ 学校の防災・安全対策の推進                      
平成２８年熊本地震と令和２年７月豪雨の経験を踏まえ、あらゆる災害に備え、

防災に関する資質・能力を育成する防災教育と児童生徒等の安全を確保するための

学校における防災管理の充実を図ります。 

また、登下校中や学校内等で、子供たちが犯罪や事故に巻き込まれないよう、安

全対策の充実を図ります。また、自他の命を守る行動や安全な交通社会づくりに参

加・協力する態度等を身に付けるため、自転車乗用時のヘルメット着用をはじめと

する交通安全教育を推進します。 

 

 ＜主な施策＞                                 

  【取組４ 人権教育の充実】 

○「熊本県人権子ども集会」や「水俣に学ぶ肥後っ子教室」の実施 

○人権に関する教職員用デジタル研修資料【部落差別（同和問題）、水俣病問題、ハン

セン病問題、拉致問題、性的指向・性自認等】の提供と活用促進 

○熊本県私立中学校高等学校協会に組織されている推進協議会が行う研修事業への支

援による私立中学・高等学校における人権同和教育の推進 

 

【取組５ いじめへの対応】 

◎１人１台端末等を活用した生徒の心や体調の変化を把握する取組 

○いじめ予防授業や学校が抱える諸課題への法的な対応として法律の専門家「スクー

ルロイヤー」の配置 

○６月の「心のきずなを深める月間」におけるいじめ問題に対する意識の醸成 

○「心のアンケート」の実施、いじめ匿名連絡サイト「スクールサイン」の運用 

○教育相談体制の更なる充実 

○スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーなどの学校や教育事務所等へ

の配置による学校支援体制の充実 
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【取組６ 不登校への対応】 

◎市町村の校内教育支援センターの設置促進や教育支援センターの機能強化の支援 

◎フリースクール等の民間施設との連携を強化 

◎くまもとオンライン教育支援センター（仮）設置に向けた研究 

◎１人１台端末等を活用した生徒の心や体調の変化を把握する取組（再掲） 

○愛の１・２・３運動＋１（プラスワン）の実施 

○生徒の学習進度に応じた学習支援 

○教育相談体制の更なる充実（再掲） 

○スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーなどの学校や教育事務所等へ

の配置による学校支援体制の充実（再掲） 

 

【取組７ 学校の防災・安全対策の推進】 

◎自転車通学生のヘルメット着用徹底 

○「性に関する指導に係る講演会」や「思春期保健教育講演会」等の実施 

○防災教育に関する手引等を活用した授業及び実践的な避難訓練の推進 

○「緑の流域治水」の推進及び周知啓発 

○登下校防犯プランに基づく登下校時の安全の確保に向けた対策の充実 

○「交通安全教育研究推進校」の指定や「学校安全教室講習会」等の実施 

  ○学校内等での安全対策の充実 

 

指  標 現状値（R5） 目標値（R9） 

★「いじめは、どんな理由があってもいけない

ことだと思う」と答えた児童生徒の割合 

現状値 

なし 
100% 

○いじめを見たり聞いたりしたとき、いじめを

受けた児童生徒のことを思い、行動すること

ができたと答えた児童生徒の割合 

現状値 

なし 
100% 

★不登校の児童生徒が、教職員だけでなく学校

内外の専門機関等からの支援を受けている

割合（公立小中学校） 

調査予定 

(R6.7 頃) 
100% 

○不登校を含む児童生徒の校内教育支援セン

ターの利用者数 
333 人 500 人 
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基本的方向性３ 

 確かな学力、豊かな心、健やかな体の育成 

 

取組８ 確かな学力の育成                        
全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な

充実を図り、児童生徒に求められる資質・能力の育成に向けて、主体的・対話的で

深い学びの視点によるＩＣＴの活用も含めた授業改善を進める必要があります。 

小中学校等では、熊本の未来の創り手となる子供たちの学びについて示した「熊

本の学び推進プラン」を基に、子供を中心に、学校、家庭、地域、行政を含めた五

者が連携して、熊本の全ての子供たちが「学ぶ意味」を問いながら、「能動的に学び

続ける力」を身に付けることを目指します。そのために、教員の学びの場を充実す

るとともに、子供たちが主体的に学習し、分かる喜びを実感できるように「誰一人

取り残さない学びの保障」と「教員一人一人の『子供を学びの主体』とする授業力

の向上」に向けて取り組みます。 

高等学校では、全ての生徒の将来の進学や就職などの夢を実現するため、中学校

までに身に付けた基礎学力を土台とした授業づくりを進めます。また、各教科及び

総合的な探究の時間等において探究的な学びを充実させ、次世代を生きるための資

質・能力の育成を目指します。 

さらに、小中学校等及び高等学校を通して、少人数学級の推進や小学校段階にお

ける教科担任制の充実など、子供たちへのきめ細かな指導を実施します。 

 

取組９ 豊かな心を育む教育の充実                                           

子供たちが善悪を判断すること、思いやりの心をもって親切にすること、公共の

精神をもってよりよい社会の実現に努めること、生命を尊重することなど、自己の

生き方を考え、主体的な判断の下に行動し、自立した人間として他者と共によりよ

く生きるための基盤となる道徳性を養う道徳教育を充実させます。 

また、少子高齢化が進展するなか、様々な体験の機会が減少傾向にあります。そ

こで、地域の協力を得ながら、子供たちの成長に必要な体験ができる環境をつくり、

地域との交流を通して社会に貢献し、参画する意識を高めるよう、体験活動の充実

を図ります。 

そのほか、自主的に読書活動を行うための取組みを推進するとともに、子供たち

が文化や芸術と触れ合う機会を充実させ、豊かな感性や人間性を育みます。 

 

取組１０ 健やかな体の育成                          
児童生徒の体力は、コロナ禍において一時低下したものの、全体的には向上傾向

にあります。今後、体育・保健体育授業の工夫改善や、運動の日常化・習慣化に向

（幼児期 ～ 青少年期） 
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けた取組を推進することで、児童生徒の更なる体力向上を目指し、運動やスポーツ

をすることが好きな児童生徒の育成を図ります。 

また、健康教育の推進及び学校給食の充実を通して、児童生徒の生涯にわたる健

康な生活に必要な資質や能力の育成を図ります。 

 

取組１１ 社会の変化に対応した教育の推進                         
変化の激しい時代の中で、主権者教育や情報教育、消費者教育、環境教育など、

子供たちが現代社会における様々な課題に対応する力を身に付けることができるよ

う、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の達成に向けた「ＥＳＤ（持続可能な開発の

ための教育）」を推進します。 

 

＜主な施策＞                                 

 【取組８ 確かな学力の育成】 

◎「子供を学びの主体」とする学習構想力や授業力の向上に向け、本庁、教育事務所

及び教育センターと連携し、学力向上アドバイザーやスーパーティーチャーの活用、

学校支援訪問や各種研修（オンライン含む）等の充実 

◎１人１台端末の更なる活用促進を図るとともに、児童生徒の学習データの活用（個

別最適な学び）を推進 

◎高等学校における探究的な学びの充実 

○学力向上に向け、県全体で一体となって取り組むため「学力向上推進本部」を設置 

○「熊本県学力・学習状況調査」を実施し、詳細な分析資料と児童生徒一人一人の課

題に応じた学習プリントやＩＣＴの活用による課題解決 

○研究指定校や各学校の特色ある好事例を提供し、県内に効果的に普及 

○高等学校の学力向上に向け、研究指定校を設け、授業や学習評価等に関する研究を

推進 

○教育課程に関する研究協議会の充実 

 

【取組９ 豊かな心を育む教育の充実】 

◎電子図書館「くまもとｅ－ｂｏｏｋｓ」の利用促進 

◎こども本の森 熊本での本との出会いを契機とした読書活動の推進 

◎道徳科を要として学校の教育活動全体を通じて行う道徳教育の推進 

◎生徒が保護者等とともに校外で体験的な学習活動等を実施するための「くまなびの

日」の実施・活用促進（再掲） 

○青少年教育施設における体験活動プログラムの提供 

○地域の伝統文化に触れ、体験する機会の提供 

○科学する心を育む「科学展」の充実 

○県立図書館としての専門的機能の充実、市町村及び学校等への支援 

 

【取組１０ 健やかな体の育成】 
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◎「体力向上推進委員会」の設置とその取組事例集の配布 

○県産食材を活用した学校給食の推進と食育の充実 

 

【取組１１ 社会の変化に対応した教育の推進】 

○情報安全に関する知識や情報モラルを身に付けさせるための啓発活動の充実 

○学校における関係機関と連携した主権者教育講演会、選挙出前授業の実施 

○学習指導要領に基づく公民科、家庭科等における金融教育の実施 

○学校における関係機関と連携した消費者教育の実施 

○熊本の宝である地下水の保全のための子供たちに向けた啓発活動 

 

指  標 現状値（R5） 目標値（R9） 

★「授業で、課題の解決に向けて、自分で考え、

自分から取り組んでいる」と思う児童生徒の

割合（小中学校） 

小学校

74.8％ 

中学校

73.3％ 

毎年 

前年度を 

上回る 

○「授業の内容がよく分かる」と思う児童生徒

の割合（小中学校） 

小・国語

87.3％ 

小・算数

80.4% 

中・国語

76.5% 

中・数学

66.9% 

中・英語

55.8％ 

毎年 

前年度を 

上回る 

★探究的な学びにおいて、整理や分析を踏まえ

て、自分の考えを分かりやすくまとめ、発表

した生徒の割合（高等学校） 

調査予定 

(R6.7 頃) 
100% 

○熊本県教育委員会や文部科学省が作成した

資料（道徳科授業力向上手引書・リーフレッ

トやアーカイブ等）を活用した研修を行って

いる学校 

68.4% 

毎年 

前年度を 

上回る 

○「運動やスポーツをすることが好き、どちら

かというと好き」と回答した児童生徒の割合 

小５ 88.7％ 

中２ 81.3% 

高２ 82.0% 

毎年 

前年度を 

上回る 
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基本的方向性４ 

 障がいや多様な教育的ニーズに応える 

 

取組１２ 特別支援教育の充実                         
障がいの有無にかかわらず、可能な限り共に学ぶことを追求するインクルーシブ

教育システムを構築するため、特別支援教育の一層の充実を図ります。 

また、特別な教育的支援を必要とする児童生徒等の成長や自立に向けた主体的な

取組みを支援するため、小中学校等における通常の学級、通級による指導、特別支

援学級、特別支援学校といった、連続性のある多様な学びの場を整備する必要があ

ります。   

そのため、市町村が子供たち一人一人の教育的ニーズを的確に見極め、その時期

に持てる力や可能性を最も伸ばすことができる適切な学びの場を決定するための方

法や仕組みを市町村と連携して整理します。 

併せて、それぞれの学びの場において、発達障がいを含む障がいのある児童生徒

等の教育的ニーズに応えるため、通常の学級を含むすべての教職員の特別支援教育

に関する専門性の向上を図ります。 

また、就学前から卒業後にわたる切れ目ない支援を更なる充実のため、「段階的支

援体制」に基づき、教育、福祉、医療、労働等の関係機関との積極的な連携を図り

ます。 

 

取組１３ 県立特別支援学校の教育環境整備                         
平成３０年度に改定した整備計画に基づき、支援を要する児童生徒等の増加に伴

う特別支援学校の教室不足への対応のため、環境整備を着実に進めます。 

また、施設面等で個別の事情を抱える学校について、各校の状況等に対する客観

的な調査・研究を進め、課題解決の方向性について検討を行います。 

 

取組１４ 多様なニーズに対応した教育の充実                        
令和６年４月に開校した夜間中学（県立ゆうあい中学校）において、義務教育を

修了しないまま学齢期を経過した方や不登校など様々な事情により十分な教育を受

けられないまま中学校を卒業した方等、年齢や国籍を問わず、様々な事情で義務教

育を十分に受けられなかった人が学ぶ喜びを実感できる学校づくりを進めます。 

また、日本語指導が必要な児童生徒の学習環境の充実に向けて、公立小・中・高

等学校等における日本語指導が必要な児童生徒の受入れ状況等を把握し、児童生徒

の支援体制の強化に努めます。 

 

＜主な施策＞                                 

【取組１２ 特別支援教育の充実】 

（幼児期 ～ 青少年期 ～ 成年期以降） 



- 11 - 

 

◎特別支援教育支援員等の支援員配置の充実 

◎高校段階における多様な学びの選択肢の検討 

◎「学びのものさし（誰もが特別な教育的ニーズを的確に把握し、適正に学びの場の

検討を行うための共通の考え方）」の普及・運用 

◎特別支援学級担当者指導力向上研修、通級指導教室担当者連絡会等、専門性向上の

ための研修の充実 

○就学、進級、進学、就労の際に個別の教育支援計画による引継ぎを徹底 

○入学から卒業後までの一貫したキャリア教育の充実 

○就労支援ネットワーク会議による教育・福祉・労働等の関係機関と連携した就労支

援の強化 

○特別支援学校技能検定の実施等による職業教育の充実 

○医療的ケアが必要な児童生徒が在籍する高等学校及び特別支援学校に看護師を配置 

○県立高等学校における「通級による指導」の充実 

 

【取組１３ 県立特別支援学校の教育環境整備】 

◎客観的な調査・研究に基づく特別支援学校６校の整備の方向性の検討 

○県立特別支援学校整備計画に沿った整備の推進 

 

【取組１４ 多様なニーズに対応した教育の充実】 

  ◎日本語指導が必要な児童生徒への関係機関と連携した支援体制の強化 

○夜間中学の円滑な運営・整備支援及び生徒募集に係る広報 

 

指  標 現状値（R5） 目標値（R9） 

★就学先決定のプロセスにおいて、「学びのも

のさし」を活用している市町村の割合 

現状値 

なし 

100% 

(44 市町村) 

○小・中・高等学校及び特別支援学校教員が特

別支援教育の専門性向上に資する研修を受講

した割合 

現状値 

なし 
100% 

○公立学校における日本語指導が必要な児童

生徒のうち、日本語指導等特別な指導を受け

ている者の割合 

国において

調査中 
100% 
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基本的方向性５ 

産業人材、グローバル人材の育成 

 

取組１５ 産業人材の育成とキャリア教育の充実                         
児童生徒が発達段階に応じ、社会的・職業的自立に向けて必要な資質・能力を身

に付け、将来の自分の進路を描くことができるよう、キャリア教育の充実を図りま

す。 

また、地域（産学官）と連携したキャリア教育の推進及び就職支援等の取組によ

り、地域社会で活躍できる人材の育成を図るとともに、県内就職率の向上並びに地

域産業の発展につなげます。 

さらに、児童生徒のものづくりや先端技術などに対する興味・関心を高め、将来

に渡り高度な専門的知識や技術・技能を習得するための基礎学力や基本となる資

質・能力を身に付けさせることにより、健全かつ持続的な社会と次世代の技術を創

造する人材を育成します。 

 

取組１６ 外国語教育、国際教育の充実                         
グローバル化の進展を踏まえ、外国語教育、国際教育の充実を図り、グローバル

な人材を育成する必要があります。 

ＡＬＴやＩＣＴ機器の効果的活用等によるスピーキング力の強化など、小・中学

校等、高等学校を通して英語教育を充実させ、主体的に英語で自分の気持ちや考え

を伝えることができる児童生徒の育成を図ります。また、「国際バカロレア教育プロ

グラム」※の導入により、その教育を通じて語学力や幅広い教養等の国際的素養を身

に付けることを目指します。 

あわせて、異文化理解を深め、グローバルな視野を養うため、国外の高等学校や

大学との交流、高校生の海外留学の推進など、子供たちの国際交流の機会創出等に

積極的に取り組みます。 

※ 国際バカロレア教育プログラム：国際バカロレア機構（本部ジュネーブ）が提供する、国際的な

視野を持った人材を育成するための教育プログラム 

 

取組１７ ふるさとを愛する心の醸成                          
地域に誇りを持った熊本発のグローバル人材育成のため、地域の伝統や文化等に

関する学習、「熊本の心（助けあい 励ましあい 志高く）」の啓発及び道徳教育用

郷土資料「熊本の心」等の教材の活用などを通し、郷土に対する理解や愛着を深め

ます。 

また、本県の豊かな農林水産業や食を通じて、地産地消の考え方をはじめとして、

郷土に対する理解を深めます。 

 

（青少年期 ～ 成年期以降） 
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取組１８ 高等教育との連携による教育振興                   
連携協定を締結している熊本県立大学や東京大学等の県内外の大学、並びに熊本

高専等の高等教育機関と、大学生・高専生との交流促進や児童生徒が高度な研究内

容に触れる機会の創出など、地域の教育振興に関する様々な取組みを行います。 

 

＜主な施策＞                                 

【取組１５ 産業人材の育成とキャリア教育の充実】 

◎地域（産学官）と連携したキャリア教育及び学習活動（熊本県版マイスター・ハイ

スクール事業）の推進 

◎半導体関連産業をはじめとする地域産業全体を支える人材の育成 

○高校生キャリアサポーター及び熊本しごとコーディネーターの配置 

 

【取組１６ 外国語教育、国際教育の充実】 

◎スピーキング力を高める取組やイングリッシュ・チャレンジ及びディベート交流会

の実施など発信力強化に向けた取組の実施 

◎国際バカロレア教育プログラムの導入に向けた準備及び円滑な導入 

○小中高等学校英語担当教員の授業力向上に向けた研修の充実 

○ＡＬＴやＩＣＴ機器を活用した教科横断的な学びの推進 

○ＩＣＴ機器の活用による遠隔地の人々と交流する活動の推進 

○中高生を対象とした「海外チャレンジ塾」の実施 

○国際的な教育を提供する私立学校への支援 

 

【取組１７ ふるさとを愛する心の醸成】 

◎道徳教育用郷土資料「熊本の心」及び平成２８年熊本地震関連教材「つなぐ～熊本

の明日へ～」の活用推進 

○小中学校等でオーケストラ、音楽劇、歌舞伎等の本物に触れる巡回公演を実施 

○県産食材を活用した学校給食の推進と食育の充実（再掲） 

 

【取組１８ 高等教育との連携による教育振興】 

○大学等の高等教育機関との連携協定に基づく取組の実施 

 

指  標 現状値（R5） 目標値（R9） 

○地域（産官学等）と連携し、キャリア教育に

関するカリキュラム刷新に取り組んだ県立

高校（全日制）の割合 

調査中 

(8 月末 

判明予定) 

50%(仮) 

※調査結果に

より目標値を

決定 

★中学３年生で CEFR の A1 レベル相当（英検

３級）以上を達成した生徒の割合 
46.6％ 60％ 
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★高校３年生で CEFR の A2 レベル相当（英検

準２級）以上を達成した生徒の割合 
43.1％ 60% 

○「熊本の心」を家庭や地域との連携・啓発の

ために活用した小中学校の割合 
48.3% 

毎年 

前年度を 

上回る 
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基本的方向性６ 

 魅力ある学校づくり 

 

取組１９ 県立高等学校の魅力化の推進                  
各県立高等学校の特色を明確化する「熊本スーパーハイスクール構想」のもとで、

各学校の特色に応じた教育の充実を図り、県立高等学校の魅力化を推進します。 

少子化による生徒数の減少が見込まれる中、新たな「県立高校のあり方に関する

基本方針」に基づき、新しい時代に対応した学びの充実と地域における持続可能な

学校づくりのために、地元自治体や地域の企業、大学、他の高等学校など多様なパ

ートナーとの連携した学びの推進、連携充実のためのコーディネーターの配置、Ｉ

ＣＴの活用による遠隔授業の導入などに取り組みます。 

 

取組２０ 優れた才能や個性を伸ばす教育                         
優れた才能や個性を伸ばすため、「スーパーサイエンスハイスクール」の取組をは

じめ、理数教育の充実を図り、ＳＴＥＡＭ教育※の視点を取り入れます。また、県立

学校における「国際バカロレア教育プログラム」の導入により、その教育を通じて

語学力や幅広い教養等の国際的素養を身に付けるなど、将来さまざまな分野で国際

的に活躍できるグローバル人材を育成する環境を整備します。 

さらに、スポーツや文化芸術の分野で活躍する人材の育成・支援を行います。  

※ STEAM（スティーム）教育：Science（科学）、 Technology（技術）、 Engineering（工学）、

Mathematics（数学）、 Artｓ（リベラルアーツまたは芸術）を統合的に学習する教育手法 

 

取組２１ 地域とともにある学校づくり                  
地域とともにある学校づくりのため、「社会に開かれた教育課程」を実現させる学

校、家庭、地域、行政、子供の五者連携によるコミュニティ・スクールと地域学校

協働活動の一体的な実施を推進します。 

また、地域のさまざまなパートナーに参画いただき、学びの充実を図ることで魅

力的な学校づくりを進めます。 

 

取組２２ 私立学校の特色ある振興                   

選ばれる私学づくりを推進し、私立学校に通う生徒の夢の発見、挑戦、実現を応

援します。子供たちの可能性を伸ばし、生徒の意欲や自主性の向上を図るため、特

色ある学校づくりへの取組を支援します。 

 

  ＜主な施策＞                                  

【取組１９ 県立高等学校の魅力化の推進】 

◎新たな「県立高校のあり方に関する基本方針」の策定 

◎多様で高度な学びを可能にする高等学校間連携や大学・企業との連携 

（青少年期） 
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◎外部連携の充実のためのコーディネーター等の外部人材の活用 

◎ＩＣＴを活用した遠隔授業等による小規模校の教育の充実 

○県立高等学校の特色を明確化し、「熊本スーパーハイスクール（KSH）」として位置

づけて各校の特色を生かした取組を発信 

○特色ある学科（普通科、専門学科、総合学科）のあり方の検討 

○熊本スーパーハイスクール全体発表会「県立高校 学びの祭典」の開催 

○DX 関連人材育成のための学びの推進 

○他の地域からの越境・留学・交流等による学びと地域の活性化 

○県立高校の寮のあり方検討 

○地域課題に係る学習の取組の推進 

○新しい県立高等学校入学者選抜制度開始（令和９年度～）に向けた準備 

 

【取組２０ 優れた才能や個性を伸ばす教育】 

◎国際バカロレア教育プログラムの導入に向けた準備及び円滑な導入（再掲） 

○ＳＴＥＡＭ教育などの視点を通した教科横断的な学びの推進 

 

【取組２１ 地域とともにある学校づくり】 

◎地域との協働による教育促進のための県立学校及び地元自治体等関係者によるコン

ソーシアムの構築 

○市町村立学校におけるコミュニティ・スクールの取組の充実（再掲） 

○地域学校協働本部の整備及び地域学校協働活動推進員等の配置促進による地域学校

協働活動の充実（再掲） 

○部活動への地域のスポーツ人材の活用 

 

【取組２２ 私立学校の特色ある振興】 

○各私立高等学校の特色ある教育活動等の支援 

 

指  標 現状値（R5） 目標値（R9） 

★地元自治体や企業・大学等と連携した教育活

動の回数（年 20 回）を達成した県立高校の

数 

50 校中 

26 校 

（52%） 

50 校中 

40 校 

（80%） 
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基本的方向性７ 

 子供たちの学びを支える環境づくり 

 

取組２３ 貧困の連鎖を教育で断つ                         
災害発生時の対応なども含め、家庭の事情などにより進学等の夢を断念すること

のないよう学習面や進学面での支援を行います。 

また、経済的理由により就学が困難な子供たちに対して、安心して学ぶことがで

きるよう経済的支援を行います。 

 

取組２４ 教職員の人材確保、人材育成                         
教員志望者を増やすための取組みや人材の掘り起こし等により教職員の人材確保

に努めるとともに、学校現場における人材育成の観点からＯＪＴの充実や、探究心

をもちつつ自律的に学ぶ教職員を育成するための教職員研修の充実を図ります。 

また、管理職の学校マネジメント力の向上や教職員のコンプライアンスの徹底等

を図るとともに、校長等のリーダーシップのもとで学校運営や人材育成を推進しま

す。 

 

取組２５ 教職員の働き方改革の促進                   

将来の予測が困難な時代に、未来に向けて自らが社会の創り手となり、持続可能

な社会を維持・発展させていく人材を育成するためにも、その子供たちを最前線で

支える教職員の健康を守り、教職員のウェルビーイングの向上を実現していきます。 

引き続き、人材の確保・活用、校務 DX 等による業務削減・効率化など、学校に

おける働き方改革の取組みを促進します。 

 

取組２６ 教育ＤＸの推進                       
ＩＣＴの活用による「主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善」の実現

に向け、「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的充実を図ります。 

そのため、児童生徒の情報活用能力の育成、教職員のＩＣＴ活用指導力の向上及

びＩＣＴ環境の整備の取組みを促進します。 

 

取組２７ 学びを支える施設の整備                     
    県立学校施設長寿命化プランに基づき、建物の老朽化対策を計画的に進めます。 

また、トイレの乾式化・洋式化やバリアフリー対策など、衛生、安全面にも配慮

した誰もが使いやすい施設の整備を進め、魅力ある学校づくりを目指します。 

加えて、1 人 1 台端末やデジタル教材の更なる活用促進に伴い必要となるネット

ワークの増強等に取り組みます。 

 

（青少年期～成年期以降） 
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＜主な施策＞                                  

【取組２３ 貧困の連鎖を教育で断つ】 

○生活保護世帯・生活困窮世帯やひとり親家庭の子供等に対する学習支援 

○経済的理由により就学が困難な生徒の授業料等を減免する私立高校に対する補助 

○育英資金の貸付、母子父子寡婦福祉資金貸付、国の「高等学校等就学支援金」、「奨

学のための給付金」の給付 

 

【取組２４ 教職員の人材確保、人材育成】 

◎教員の指導力向上のための研修の充実 

◎大学３年生以下を対象とした説明会の実施等、教職員の採用に係る広報活動の強化 

◎大学・民間企業等との連携・協働による教職志望者の発掘 

○スーパーティーチャーによる教員の教科指導力の向上 

 

【取組２５ 教職員の働き方改革の促進】 

◎教頭業務支援員や教員業務支援員、特支サポーター等、教職員を支援する人材の確

保・活用 

◎次世代型校務支援システムの導入やＡＩを活用した校務推進等による校務 DX の推

進 

  ○スクールソーシャルワーカーやスクールロイヤー等の専門人材の確保・活用 

○中学校の休日部活動の地域移行をはじめとした部活動改革 

○勤務時間の客観的把握による適正管理 

 

【取組２６ 教育ＤＸの推進】 

◎県立学校と市町村立学校における１人１台の端末の整備（更新） 

◎学習用コンピュータやデジタル教科書などの有効活用 

◎教職員のＩＣＴ活用指導力の向上 

 ○学校を訪問し、教職員のＩＣＴ活用を支援するＩＣＴ支援員の配置 

 

 【取組２７ 学びを支える施設の整備】 

◎「熊本県立学校施設長寿命化プラン（個別施設計画）」に基づく学校施設の老朽化対

策と衛生、安全面に配慮した整備 

◎ネットワークアセスメント等の適切な実施及び必要に応じたネットワークの増強 

 

 

 

指  標 現状値（R5） 目標値（R9） 

○本県教育委員会が実施する「初任者研修」「中

堅教諭等資質向上研修」を受講し、資質能力

の向上に「役立った」と回答した教員の割合 

現状値 

なし 
100% 
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★時間外在校等時間が月４５時間以内の公立

学校の教職員の割合（県立・市町村立） 

県立 

76.7% 

市町村立 

70.0% 

県立 

90% 

市町村立 

85% 

○クラウドを活用した校務の効率化（保護者へ

の連絡、アンケートの実施、会議のオンライ

ン化等）に多くの校務で取り組んでいる学校

の割合 

小学校 

43.4% 

中学校 

48.8% 

県立高校 

100% 

小学校 

100% 

中学校 

100% 

県立高校 

100% 

★１人１台端末を授業でほぼ毎日活用してい

る学校の割合 

小学校 

69.8% 

中学校 

66.7% 

県立高校 

74.6% 

小学校 

100% 

中学校 

100% 

県立高校 

100% 

○児童生徒が自分の特性や理解度・進度に合わ

せて課題に取り組む場面で１人１台端末を

使用（ほぼ毎日＋週３回以上）させている学

校の割合 

小学校 

49.8% 

中学校 

41.4% 

県立高校 

48.3% 

小学校 

80% 

中学校 

80% 

県立高校 

80% 

○県立学校施設長寿命化プランに基づく県立

学校の長寿命化改修事業着手済校数 

22 校中８校 

（36%） 

22校中22校 

（100%） 
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基本的方向性８ 

 文化・スポーツの振興と生涯学習の推進 

 

取組２８ 文化に親しむ環境づくり                        
子供たちをはじめ、県民が地域に伝わる伝統文化や優れた芸術などに触れ、体験

する機会の創出を通して、文化に対する関心を高め、文化財を大切にする心を育み

ます。 

 

取組２９ 文化財の保存・活用                     
熊本城、青井阿蘇神社、鞠智城などの国、県指定等文化財や、細川コレクション、

日本遺産などの文化遺産について保存・活用及び後世に伝える気運の醸成を図りま

す。 

また、熊本の誇る世界文化遺産を保全するとともに、更なる登録を推進します。 

 

取組３０ 県民のスポーツの振興                        
県民誰もが、ライフステージに応じて、それぞれの体力や年齢、技術、興味、目

的に合わせ、いつまでもスポーツに親しむことができる環境をつくり、運動習慣の

定着を図ります。 

 

取組３１ 競技スポーツの振興                       
県民に夢と希望を与えるため、スポーツ関係団体と連携し、アスリートの発掘・

育成と指導者のスキルアップを図り、総合的な競技力の向上と継続的なトップアス

リートの輩出を目指します。 

また、県立スポーツ施設（６箇所）の利用促進や、大規模なイベント等の開催、

誘致への協力・支援に取り組み、スポーツに対する関心を一層高めます。 

アリーナ、武道館、野球場等のスポーツ施設の整備の方向性について、民間事業

者主体による整備等を含めて議論を深め、方針を決定します。 

 

取組３２ 学習機会と学習成果活用の充実                                      
生涯のあらゆる場面において行う学習に対して、地域課題や県民の学習ニーズに

応じ、図書館機能の充実をはじめとした取組みにより、学習機会、学習情報の提供

に努めます。さらに学習した成果を生かして、学校、地域で地域課題解決やまちづ

くりにつながる活動を推進します。 

 

＜主な施策＞                                  

【取組２８ 文化に親しむ環境づくり】 

◎県立美術館等における展覧会の充実や、県ゆかりの所蔵品等を活用した体験活動の

（幼児期 ～ 青少年期 ～ 成年期以降） 
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推進 

 

【取組２９ 文化財の保存・活用】 

◎地域の文化財を題材とした出前授業や体験活動、講座等の活用事業の推進 

○細川コレクション永青文庫を活用した取組の推進 

○文化財保存活用大綱に基づく文化財の保存活用の推進 

○文化財の指定等による保護措置の推進 

○人吉球磨、菊池川流域、八代の日本遺産等を活用した取組の推進 

 

【取組３０ 県民のスポーツの振興】 

◎ライフステージに応じた運動習慣の定着に向けた取組み 

○総合型地域スポーツクラブの設置及び加入の促進、指導者の育成 

○地域クラブサポーターバンクの充実 

○県民スポーツの日「ふれあいスポーツ」の充実 

 

【取組３１ 競技スポーツの振興】 

◎関連団体と連携した総合的な競技力向上策の実施 

○トップアスリートの育成や次世代アスリートの発掘・育成 

○大規模スポーツイベント等開催及び誘致への協力・支援 

 

【取組３２ 学習機会と学習成果活用の充実】 

◎電子図書館「くまもとｅ－ｂｏｏｋｓ」の利用促進（再掲） 

◎こども本の森 熊本での本との出会いを契機とした読書活動の推進（再掲） 

○青少年教育施設と連携した多文化交流の推進 

○県民カレッジ等における生涯学習プログラムの開発、学習機会の提供及び学習成果

活用の仕組みづくり 

○県立図書館としての専門的機能の充実、市町村及び学校等への支援（再掲） 

 

指  標 現状値（R5） 目標値（R9） 

○古墳館体験教室の参加者数 4,500人／年 
4,725 人／年 

（5%増） 

★スポーツ実施率（週１回 30 分以上運動する

割合） 
57.3% 70% 

○国民スポーツ大会男女総合順位 35 位 20 位以内 

○こども本の森 熊本の入館者数 
現状値 

なし 

４年間で 

累計 

８万人 
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基本的方向性９ 

 災害からの復旧・復興 

 

取組３３ 災害からの復旧・復興                         
令和２年７月豪雨で被災した学校施設の復旧について、国や地元自治体と連携し

必要な支援を行います。 

また、平成２８年熊本地震と令和２年７月豪雨を経験し、心のケアが必要と判断

された子供たちのため、学校へのスクールカウンセラーの派遣など、中長期的な視

点に立って必要な支援に取り組みます。 

加えて、被災後の子供たちの家庭環境等の変化にも留意し、スクールソーシャル

ワーカーによる状況把握と適切な支援の充実を図ります。 

さらに、平成２８年熊本地震と令和２年７月豪雨により被災した文化財の復旧を

進め、子供たちの郷土への理解と愛着を深める熊本の財産を後世に遺します。 

 

  ＜主な施策＞                                  

【取組３３ 災害からの復旧・復興】 

◎県補助金や基金を活用した被災文化財の着実な復旧支援 

○心のケア調査による支援が必要な児童生徒の把握 

○災害に備えた三次元技術等による文化財の記録保存・活用の推進 

○平成２８年熊本地震関連教材「つなぐ～熊本の明日へ～」の活用推進（再掲） 

○「熊本地震震災ミュージアム」の取組推進 

○「防災・減災教育旅行プログラム」の活用推進 

 

指  標 現状値（R5） 目標値（R9） 

★文化財（国・県指定、国登録）の災害復旧が

進んでいる割合 

（令和２年７月豪雨） 

83％ 100％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（幼児期 ～ 青少年期 ～ 成年期以降） 
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基本的方向性１０ 

 子供からの意見聴取・対話 

 

取組３４ 子供からの意見聴取・対話                       

こども基本法第１１条※等の趣旨を踏まえ、こども施策の策定等に当たっては、子

供や保護者等からの意見を反映させるために必要な措置を講じます。 

子供たちを対象としたアンケート調査やグループインタビューなど、さまざまな

手法で意見を聴取し、こども施策への反映を進めます。 

※ こども基本法 

（こども施策に対するこども等の意見の反映）  

第十一条 国及び地方公共団体は、こども施策を策定し、実施し、及び評価するに当たっては、 当該

こども施策の対象となるこども又はこどもを養育する者その他の関係者の意見を反映させるため

に必要な措置を講ずるものとする。 

 

＜主な施策＞                                  

【取組３４ 子供からの意見聴取・対話】 

○本計画の策定に当たっての子供たちを対象としたアンケート調査 

  ○「こどもまんなか熊本・実現計画」や、こども施策の策定等に向けた意見聴取 

（幼児期 ～ 青少年期 ） 



○第２回委員会での委員からの意見を踏まえ、計画の取組に関連する設問（選択式）を複数用意することと
する。
また、計画策定のスケジュールを見直し、実施時期や聴取方法についても一部変更する。

計画策定に当たっての子供からの意見聴取について

【対象児童生徒】

【対象児童生徒】※変更なし

県内の学校（公立の小・中・高・特別支援学校、私立の中・高）に通う

小学校５年生から高校３年生

【実施時期】※前回委員会時から、後ろ倒し

９～１０月頃を想定（スケジュールは右欄参照）

【聴取方法】※一部変更

学校で配付されている端末（１人１台端末）や個人のスマートフォン等

から回答することを想定したアンケート調査（回答は任意）

※市町村教育委員会、県立・私立学校等に対し、調査への協力や

保護者への周知に関する依頼を行う

【聴取内容】※前回委員会の説明内容から変更

○計画の取組事項に関連する選択式の設問を設定（最大２０問程度）

○アンケートの最後に、「学校や教育がどうすればより良くなるか」を自由記述する欄を設ける

○学年等問わず基本的に設問は共通だが、学年等に応じた表現によって、わかりやすくなるよう、工夫する。

【聴取した意見の取扱い】

聴取した意見の計画への反映は、実現可能性、予算や人員等の制約を考慮しながら判断する。

子供からの意見聴取方法（案）
計画策定スケジュール 意見聴取

７月
第３回委員会 素案検討
第４回〃 R5点検評価

８月 （作業）委員意見の反映等

９月

１０月
（作業）聴取結果
まとめ、反映

１１月
第５回委員会

意見聴取結果報告、最終案

１２月
第４期教育振興基本計画

策定

・子供からの
意見聴取
・パブリック
コメント

※県総合計画の策定スケジュールに応じて変動があり得る。

資料２



【参考】アンケート調査の設問例 ※学年等によって、わかりやすい表現になるよう工夫する

【『家庭・地域の教育力の向上』関係】
○あなたが、放課後に利用したいと思うのはどのような場所ですか。
・公民館など大人に見守られながら、勉強やゲームなど自由に過ごせる場所
・地域の人々から勉強やスポーツを教わることができる場所 ・図書館など勉強ができる公共のスペース
・オンライン上の居場所 ・安い金額で食事を提供してくれる場所 ・誰とも関わらない一人で過ごせる場所

【『子供たちの学びを支える環境づくり』関係】
○授業以外で、あなたの学校の先生とコミュニケーションをとる時間はどれくらいありますか。
・ほぼ毎日話している ・ときどきある（週２～３回） ・たまにある（週１日） ・あまりない（月2～3回） ・ほとんどない

○パソコンやタブレットを使ってどのように勉強したいですか。（３つまで選択）
・興味があることを調べたい ・家に持ち帰って、宿題や授業の予習・復習に使いたい
・自分の学校以外の人とオンラインで話をしたい ・先生や友達に質問したい
・友達とのグループワーク（共同作業）で使いたい

【『文化・スポーツの振興と生涯学習の推進』関係】
○熊本県出身や、熊本県に関係が深いスポーツ選手が、全国や世界の大会で活躍する姿を見て、どう感じますか。
・感動して、勇気や元気をもらえる ・嬉しいし、誇りを感じる ・自分もそうなりたいと目標になる
・同じスポーツに取り組みたいと思う ・関心が無く、特に何も感じない

★選択式の設問（最大２０問程度）

【『産業人材、グローバル人材の育成』関係】
○あなたは就きたい仕事（職業や企業）をどんな理由で決めたいですか。（３つまで選択）
・仕事の内容が好き、得意、おもしろい ・安定していて将来困らない ・たくさんお金をもらえる ・人や社会の役に立つ
・家族や先生が「いいよ」という会社 ・自分が住みたい場所や環境で働ける ・将来も必要とされる仕事
・よく知っている会社 ・残業が少なく、自分の時間がたくさんある ・ハラスメントで困ったりしない

★自由記述式の設問
○あなたが、学校や教育について「こうなったらいい」と思うことを教えてください。
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第４期熊本県教育振興基本計画の指標案について   
 
 
・黄色セルは今回の委員会で、新たに候補として提案する指標 

・★がつく指標は、１０の基本的方向性ごとに設定する重点指標 

 

 

【基本的方向性１】家庭・地域の教育力向上 

指 標 名 出 典 
現状値

（R5） 

目標値

（R9） 

対応する 

取組事項 

第３期プランとの関係性、 

設定の背景等 

★保護者が家庭教育について学ん

だ園の割合 

（「親の学び」講座等を実施した園

の割合） 

「親の学び」講座等実施状

況調査 

【実施主体】県 

【調査対象】就学前施設 

55.1％ 80％ 
１  家庭の教

育力の向上 

 

○第３期プランでも同様の指

標を設定 

(R 元)34.4%⇒ 

(R５目標値)５0% 

 

○市町村における家庭教育支援員

の配置の割合 

実績取りまとめ 

【実施主体】県 

【調査対象】市町村 

9% 50% 
１  家庭の教

育力の向上 

○第４期での新規項目 

○地域で子育ての悩みを相談

できる保護者の割合が低く、支

援員の配置により家庭教育を

社会全体で支援する 

○市町村における放課後子供教室

実施の割合 

コミュニティ・スクール及

び地域学校協働活動実施

状況調査 

【実施主体】県 

【調査対象】市町村 

75% 100% 

２  地域の教

育力の向上 

21 地域とと

もにある学

校づくり 

○第４期での新規項目 

○第３期でも実施してきた放

課後子供教室設置の取組みを

継続し、全市町村での実施を目

指す 

参考 
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指 標 名 出 典 
現状値

（R5） 

目標値

（R9） 

対応する 

取組事項 

第３期プランとの関係性、 

設定の背景等 

○スタートカリキュラム※実施後

に、入学後の児童の様子やカリ

キュラムの内容について、園等

と意見交換した小学校の割合 

※スタートカリキュラム…幼児期に遊

びを通じて育まれてきた力を、各教科

等における学習に円滑に接続するため

の小学校入学当初のカリキュラム 

教育指導の反省 

【実施主体】県 

【調査対象】公立小学校 

現状値 

なし 
100% 

３  就学前教

育の充実と

小学校以降

の教育との

円滑な接続 

○第４期での新規項目 

○園等と小学校等との意見交

換による相互理解を促進する 

 

【基本的方向性２】安全・安心に過ごせる学校づくり 

指 標 名 出 典 
現状値

（R5） 

目標値

（R9） 

対応する 

取組事項 

第３期プランとの関係性、 

設定の背景等 

★「いじめは、どんな理由があっ

てもいけないことだと思う」と

答えた児童生徒の割合 

心のアンケート 

【実施主体】県 

【調査対象】小・中・高

校・特別支援学校の児童

生徒 

現状値 

なし 
100% 

５ いじめへ

の対応 

○第４期での新規項目 

○いじめの未然防止にあたり、

最も重要な考え方に関する指

標を設定する 

○いじめを見たり聞いたりしたと

き、いじめを受けた児童生徒の

ことを思い、行動することがで

きたと答えた児童生徒の割合 

心のアンケート 

【実施主体】県 

【調査対象】小・中・高

校・特別支援学校の児童

生徒 

現状値 

なし 
100% 

５ いじめへ

の対応 

○第３期では「いじめを受けて

誰かに話をした、又は自分で解

決できると答えた割合」だった

が、周囲の子供たちの行動に関

する指標を新たに設定する 
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指 標 名 出 典 
現状値

（R5） 

目標値

（R9） 

対応する 

取組事項 

第３期プランとの関係性、 

設定の背景等 

★不登校の児童生徒が、教職員だ

けでなく学校内外の専門機関等

からの支援を受けている割合

（公立小中学校） 

定例報告 

【実施主体】県 

【調査対象】公立学校の

児童生徒 

調査予定 

(R6.7 頃) 
100％ 

６ 不登校へ

の対応 

 

○第３期でも同様の指標を設

けたが、支援主体の定義を「専

門家」から「学校内外の専門機

関等」に拡げる 

 

○不登校を含む児童生徒の校内教

育支援センターの利用者数 

長欠調査 

【実施主体】県 

【調査対象】市町村 

333 人 500 人 
６ 不登校へ

の対応 

○第４期での新規項目 

○設置を推進する校内教育支

援センターに関する指標を新

たに設定する 

 

【基本的方向性３】確かな学力、豊かな心、健やかな体の育成 

指 標 名 出 典 
現状値

（R5） 

目標値

（R9） 

対応する 

取組事項 

第３期プランとの関係性、 

設定の背景等 

★「授業で、課題の解決に向けて、

自分で考え、自分から取り組ん

でいる」と思う児童生徒の割合 

（小中学校） 

全国学力・学習状況調査 

【実施主体】文部科学省 

【調査対象】小学６年生、

中学３年生（市町村立） 

小学校

74.8％ 

中学校

73.3％ 

毎年 

前年度を 

上回る 

８  確かな学

力の育成 

 

○第４期での新規項目 

○第３期では「当該調査で全国

平均を上回った項目数」を指標

としたが、児童生徒の学びの主

体性に課題があるため、新たな

指標を設定する 
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指 標 名 出 典 
現状値

（R5） 

目標値

（R9） 

対応する 

取組事項 

第３期プランとの関係性、 

設定の背景等 

○「授業の内容がよく分かる」と

思う児童生徒の割合（小中学校） 

全国学力・学習状況調査 

【実施主体】文部科学省 

【調査対象】小学６年生、

中学３年生（市町村立） 

小・国語

87.3％ 

小・算数

80.4% 

中・国語

76.5% 

中・数学

66.9% 

中・英語

55.8％ 

毎年 

前年度を 

上回る 

８  確かな学

力の育成 

○第４期での新規項目 

○小学校の国語を除く教科で

「授業の内容がよく分かる」と

感じている児童生徒の割合が

全国値より低く、授業改善を図

る必要があるため、新たな指標

を設定する 

★探究的な学びにおいて、整理や

分析を踏まえて、自分の考えを

分かりやすくまとめ、発表した

生徒の割合（高等学校） 

実績調査 

【実施主体】県 

【調査対象】県立高校 

調査予定 

(R6.7 頃) 
100% 

８  確かな学

力の育成 

○第４期での新規項目 

○第３期では「生徒の学力が向

上した割合」を指標としたが、

さらに充実を図っていく「探究

的な学び」に関する指標を設定

する 

 

○熊本県教育委員会や文部科学省

が作成した資料（道徳科授業力

向上手引書・リーフレットやア

ーカイブ等）を活用した研修を

行っている学校 

教育指導の反省 

【実施主体】県 

【調査対象】県内公立小

中学校 

68.4% 

毎年 

前年度を 

上回る 

９  豊かな心

を育む教育

の充実 

○第４期での新規項目 

○県教委ではR5年3月に道徳

教育充実のための資料を作成

しており、授業力向上に係る指

標を設定する 
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指 標 名 出 典 
現状値

（R5） 

目標値

（R9） 

対応する 

取組事項 

第３期プランとの関係性、 

設定の背景等 

○「運動やスポーツをすることが

好き、どちらかというと好き」

と回答した児童生徒の割合 

①全国体力・運動能力、

運動習慣等調査 

熊本県体力・運動能力、

運動習慣等調査 

【実施主体】 

①スポーツ庁、②県 

【調査対象】 

①小学５年生・中学２年

生（市町村立） 

②県立高校 2 年生 

小５ 

88.7％ 

中２ 

81.3% 

高２ 

82.0% 

毎年 

前年度を 

上回る 

10 健やかな

体の育成 

○第４期での新規項目 

○第３期では「児童生徒の体力

が向上した割合」を指標とした

が、「運動やスポーツが好き」

の割合を高めることが体力の

向上や豊かなスポーツライフ

につながることから、新たな指

標を設定する 

 

【基本的方向性４】障がいや多様な教育的ニーズに応える 

指 標 名 出 典 
現状値

（R5） 

目標値

（R9） 

対応する 

取組事項 

第３期プランとの関係性、 

設定の背景等 

★就学先決定のプロセスにおい

て、「学びのものさし」を活用し

ている市町村の割合 

特別支援教育推進チェッ

クリスト 

【実施主体】県 

【調査対象】市町村 

現状値 

なし 

100% 

(44 市町

村) 

12 特別支援

教育の充実 

○第４期での新規項目 

○今後、普及を図る「学びのも

のさし」に係る指標を設定する 

○小・中・高等学校及び特別支援

学校教員が特別支援教育の専門

性向上に資する研修を受講した

割合 

教員研修プラットフォー

ム(Plant) 

【実施主体】県 

【調査対象】小・中・高

校・特別支援学校教員 

現状値 

なし 
100% 

12 特別支援

教育の充実 

○第４期での新規項目 

○通常学級を含む全ての教職

員に対し、合理的配慮の提供や

指導の工夫・改善が求められて

おり、新たな指標を設定する 
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指 標 名 出 典 
現状値

（R5） 

目標値

（R9） 

対応する 

取組事項 

第３期プランとの関係性、 

設定の背景等 

○公立学校における日本語指導が

必要な児童生徒のうち、日本語

指導等特別な指導を受けている

者の割合 

日本語指導が必要な児童

生徒の受入状況等に関す

る調査 

【実施主体】国、県 

【調査対象】公立学校の

日本語指導が必要な児童

生徒 

国におい

て調査中 
100% 

14 多様なニ

ーズに対応し

た教育の充実 

○第４期での新規項目 

○増加傾向にある、日本語指導

が必要な児童生徒への対応に

関する指標を設定する 

 

【基本的方向性５】産業人材、グローバル人材の育成 

指 標 名 出 典 
現状値

（R5） 

目標値

（R9） 

対応する 

取組事項 

第３期プランとの関係性、 

設定の背景等 

○地域（産官学等）と連携し、キ

ャリア教育に関するカリキュラ

ム刷新に取り組んだ県立高校

（全日制）の割合 

実績調査 

【実施主体】県 

【調査対象】県立高校 

（全日制） 

調査中 

(8 月末 

判明予定) 

50%(仮) 

※調査結果

により目標

値を決定 

15 産業人材

の育成とキ

ャリア教育

の充実 

○第４期での新規項目 

○第３期では「インターンシッ

プの体験割合」を指標としてい

たが、地域との連携の視点を加

えた新たな指標を設定する 

★中学３年生でCEFRのA1レベ

ル相当（英検３級）以上を達成

した生徒の割合 

英語教育実施状況調査 

【実施主体】文部科学省 

【調査対象】中学３年生 

46.6％ 60％ 

16 外国語教

育、国際教育

の充実 

20 優れた才

能や個性を

伸ばす教育 

○第３期でも同様の指標を設

けたが、対象を「英検３級相当

取得率」から、資格取得等に限

定せず「CEFR A1 レベル相当

達成」とする 
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指 標 名 出 典 
現状値

（R5） 

目標値

（R9） 

対応する 

取組事項 

第３期プランとの関係性、 

設定の背景等 

★高校３年生でCEFRのA2レベ

ル相当（英検準２級）以上を達

成した生徒の割合 

英語教育実施状況調査 

【実施主体】文部科学省 

【調査対象】公立高校３

年生 

43.1％ 60％ 

16 外国語教

育、国際教育

の充実 

20 優れた才

能や個性を

伸ばす教育 

○第３期でも同様の指標を設

けたが、対象を「英検準２級相

当取得率」から、資格取得等に

限定せず「CEFR A２レベル相

当達成」とする 

○「熊本の心」を家庭や地域との

連携・啓発のために活用した小

中学校の割合 

道徳教育実施状況調査 

【実施主体】県 

【調査対象】公立小中学

校 

48.3% 

毎年 

前年度を 

上回る 

17 ふるさと

を愛する心

の醸成 

9 豊かな心

を育む教育

の充実 

○第４期での新規項目 

○当該資料は既に道徳科の授

業では全ての小中学校で使わ

れており、家庭や地域との連

携・啓発を目指す 

 

【基本的方向性６】魅力ある学校づくり 

指 標 名 出 典 
現状値

（R5） 

目標値

（R9） 

対応する 

取組事項 

第３期プランとの関係性、 

設定の背景等 

★地元自治体や企業・大学等と連

携した教育活動の回数（年 20

回）を達成した県立高校の数 

実績調査 

【実施主体】県 

【調査対象】県立高校 

50 校中 

26 校 

（52%） 

50 校中 

40 校 

（80%） 

19 県立高校

の魅力化の

推進 

21 地域とと

もにある学

校づくり 

○第４期での新規項目 

○第３期では、「入学を希望す

る生徒が増加した県立高校の

学科・コースの割合」を指標に

したが、多様なパートナーとの

連携に主眼を置いた新たな指

標を設定する 
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【基本的方向性７】子供たちの学びを支える環境づくり 

指 標 名 出 典 
現状値

（R5） 

目標値

（R9） 

対応する 

取組事項 

第３期プランとの関係性、 

設定の背景等 

○本県教育委員会が実施する「初

任者研修」「中堅教諭等資質向上

研修」を受講し、資質能力の向

上に「役立った」と回答した教

員の割合 

研修受講者振り返り 

【実施主体】県 

【調査対象】受講した全

ての教員 

現状値 

なし 
100% 

24 教職員の

人材確保、

人材育成 

○第４期での新規項目 

○教職員の資質向上に向け、研

修の質に関する指標を設定す

る 

★時間外在校等時間が月４５時間

以内の公立学校の教職員の割合

（県立・市町村立） 

実績調査 

【実施主体】県 

【調査対象】県立学校、

市町村教育委員会 

県立 

76.7% 

市町村立 

70.0% 

県立 

90% 

市町村立 

85% 

25 教職員の

働き方改革

の促進 

 

○第３期では「県立学校の教職

員の時間外在校時間が年 360

時間以内となっている割合」を

指標としたが、対象を市町村立

学校まで拡げるとともに、中教

審答申案の審議内容に合わせ、

月単位で管理する指標を設定

する 

 

○クラウドを活用した校務の効率

化（保護者への連絡、アンケー

トの実施、会議のオンライン化

等）に多くの校務で取り組んで

いる学校の割合 

全国学力・学習状況調査 

熊本県教育委員会調査 

【実施主体】文部科学省、

県 

【調査対象等】 

小中学校、県立高校 

小学校 

43.4% 

中学校 

48.8% 

県立高校 

100% 

小学校 

100% 

中学校 

100% 

県立高校 

100% 

25 教職員の

働き方改革

の促進 

26 教育 DX

の推進 

○第４期での新規項目 

○特に小中学校において、ＩＣ

Ｔによる校務効率化を進める

ため、新たな指標を設定する 
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指 標 名 出 典 
現状値

（R5） 

目標値

（R9） 

対応する 

取組事項 

第３期プランとの関係性、 

設定の背景等 

★１人１台端末を授業でほぼ毎日

活用している学校の割合 

全国学力・学習状況調査 

熊本県教育委員会調査 

【実施主体】文部科学省、

県 

【調査対象】 

小中学校、県立高校 

小学校 

69.8% 

中学校 

66.7% 

県立高校 

74.6% 

小学校 

100% 

中学校 

100% 

県立高校 

100% 

26 教育 DX

の推進 

○第４期での新規項目 

○１人１台端末の普及が進ん

だことから、積極的に活用する

ことに主眼を置いた指標を設

定する 

○児童生徒が自分の特性や理解

度・進度に合わせて課題に取り

組む場面で１人１台端末を使用

（ほぼ毎日＋週３回以上）させ

ている学校の割合 

全国学力・学習状況調査 

熊本県教育委員会調査 

【実施主体】文部科学省、

県 

【調査対象】 

小中学校、県立高校 

小学校 

49.8% 

中学校 

41.4% 

県立高校 

48.3% 

小学校 

80% 

中学校 

80% 

県立高校 

80% 

26 教育 DX

の推進 

○第４期での新規項目 

○１人１台端末の普及が進ん

だことから、積極的に活用する

ことに主眼を置いた指標を設

定する 

○県立学校施設長寿命化プランに

基づく県立学校の長寿命化改修

事業着手済校数 

長寿命化改修工事の進捗

管理により把握 

22 校中

８校 

（36%） 

22 校中

22 校 

（100%） 

27 学びを支

える施設の

整備 

○第４期での新規項目 

○学校施設の老朽化対策を確

実に進めていくことについて

指標を設定する 

 

【基本的方向性８】文化・スポーツの振興と生涯学習の推進 

指 標 名 出 典 
現状値

（R5） 

目標値

（R9） 

対応する 

取組事項 

第３期プランとの関係性、 

設定の背景等 

○古墳館体験教室の参加者数 
実績とりまとめ 

【実施主体】県 

4,500 人

／年 

4,725 人

／年 

(5%増) 

28 文化に親

しむ環境づ

くり 

○第４期での新規項目 

○新たに文化振興に関する指

標を設定する 
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指 標 名 出 典 
現状値

（R5） 

目標値

（R9） 

対応する 

取組事項 

第３期プランとの関係性、 

設定の背景等 

★スポーツ実施率（週１回 30 分

以上運動する割合） 

スポーツの実施状況等に

関する世論調査 

【実施主体】スポーツ庁 

【調査対象等】２０歳以

上の男女 

57.3% 70% 

30 県民のス         

ポーツの振

興 

○第３期では「総合型スポーツ

クラブ設置割合」を指標とした

が、県民に広く運動・スポーツ

の振興を図る新たな指標を設

定する 

○国民スポーツ大会男女総合順位 

国民スポーツ大会 

【実施主体】文部科学省、

日本スポーツ協会、開催

都道府県 

35 位 20 位以内 
31 競技スポ

ーツの振興 

○第４期での新規項目 

○競技スポーツの充実を図る

指標として、熊本地震以前の水

準を目指し設定する 

○こども本の森 熊本の入館者数 
実績取りまとめ 

【実施主体】県 

現状値 

なし 

４年間で

累計 

８万人 

32 学習機会

と学習成果

活用の充実 

９  豊かな心

を育む教育

の充実 

○第４期での新規項目 

○多くの子供たちに来館いた

だき、感性や創造力を育んでも

らえるよう、新たな指標を設定

する 

【基本的方向性９】災害からの復旧・復興 

 

指 標 名 出 典 
現状値

（R5） 

目標値

（R9） 

対応する 

取組事項 

第３期プランとの関係性、 

設定の背景等 

★文化財（国・県指定、国登録）

の災害復旧が進んでいる割合 

（令和２年７月豪雨） 

【調査名】実績取りまとめ 

【実施主体】 県 

【対象】 指定文化財 

83％ 100％ 
33 災害から

の復旧・復興 

○第３期プランでも同様の指

標を設定(R５目標 85%) 

○文化財の完全復旧を目指し、

継続して指標を設定 


